
三好市公共工事標準請負契約約款に関する規則(令和2年三好市規則第25号)新旧対照表 

改正前 改正後 

(契約の保証) (契約の保証) 

第4条 略 第4条 略 

 2 受注者は、前項の規定による保証証券の寄託に代えて、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

(以下「電磁的方法」という。)であって、当該履行保証保険契約の

相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場

合において、受注者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。 

2 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額(第5項

において「保証の額」という。)は、請負代金額の10分の1(予定価

格が10億円以上の工事の請負契約にあっては、10分の3)以上としな

ければならない。 

3 第1項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額(第6

項において「保証の額」という。)は、請負代金額の10分の1(予定

価格が10億円以上の工事の請負契約にあっては、10分の3)以上とし

なければならない。 

3 略 4 略 

4 略 5 略 

5 略 6 略 

6 略 7 略 

(監督員) (監督員) 

第9条 略 第9条 略 

2～4 略 2～4 略 

5 発注者が監督員を置いたときは、この規則に定める請求、通知、

報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定めるものを除

き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督

5 発注者が監督員を置いたときは、この規則に定める催告、請求、

通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定めるも

のを除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、



員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 監督員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 

6 略 6 略 

(不可抗力による損害) (不可抗力による損害) 

第30条 工事目的物の引渡し前に、天災等(設計図書で基準を定めた

ものにあっては、当該基準を超えるものに限る。)で発注者と受注

者のいずれの責めにも帰することができないもの(以下この条にお

いて「不可抗力」という。)により、工事目的物、仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害を生じた

ときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通

知しなければならない。 

第30条 工事目的物の引渡し前に、天災等(設計図書で基準を定めた

ものにあっては、当該基準を超えるものに限る。)で発注者と受注

者のいずれの責めにも帰することができないもの(以下この条にお

いて「不可抗力」という。)により、工事目的物、仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具(以下この条にお

いて「工事目的物等」という。)に損害を生じたときは、受注者は、

その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければなら

ない。 

2・3 略 2・3 略 

4 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の

請求があったときは、当該損害の額(工事目的物、仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具であって第13条

第2項、第14条第1項若しくは第2項又は第38条第3項の規定による検

査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認すること

ができるものに係る額に限る。)及び当該損害の取り片づけに要す

る費用の額の合計額(第6項において「損害合計額」という。)のう

ち請負代金額の100分の1を超える額を負担しなければならない。 

4 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の

請求があったときは、当該損害の額(工事目的物等であって第13条

第2項、第14条第1項若しくは第2項又は第38条第3項の規定による検

査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認すること

ができるものに係る損害の額に限る。)及び当該損害の取り片づけ

に要する費用の額の合計額(以下この条において「損害合計額」と

いう。)のうち請負代金額の100分の1を超える額を負担しなければ

ならない。ただし、災害応急対策又は災害復旧に関する工事におけ

る損害については、発注者が損害合計額を負担するものとする。 

5 略 5 略 

6 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における

第2次以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第4項の

6 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における

第2次以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第4項の



規定を準用する。この場合において、同項中「当該損害の額」とあ

るのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取り片づけに要する費

用の額」とあるのは「損害の取り片づけに要する費用の額の累計」

と、「請負代金の100分の1を超える額」とあるのは「請負代金額の

100分の1を超える額から既に負担した額を差し引いた額」と読み替

えるものとする。 

規定を準用する。この場合において、同項中「当該損害の額」とあ

るのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取り片づけに要する費

用の額」とあるのは「損害の取り片づけに要する費用の額の累計」

と、「請負代金の100分の1を超える額」とあるのは「請負代金額の

100分の1を超える額から既に負担した額を差し引いた額」と、「損

害合計額を」とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差し引

いた額を」と読み替えるものとする。 

(前金払及び中間前金払) (前金払及び中間前金払) 

第35条 略 第35条 略 

 2 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方

法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注

者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者

は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

2 略 3 略 

3 略 4 略 

4 略 5 略 

5 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その

増額後の請負代金額の10分の4(第3項の規定により中間前払金の支

払を受けているときは、10分の6)から受領済の前払金額(中間前払

金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む。第37条ただし

書を除き、以下同じ。)を差し引いた額に相当する額の範囲内で前

払金(中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む。

以下同じ。)の支払を請求することができる。この場合においては、

第2項の規定を準用する。 

6 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その

増額後の請負代金額の10分の4(第3項の規定により中間前払金の支

払を受けているときは、10分の6)から受領済の前払金額(中間前払

金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む。第37条ただし

書を除き、以下同じ。)を差し引いた額に相当する額の範囲内で前

払金(中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む。

以下同じ。)の支払を請求することができる。この場合においては、

第3項の規定を準用する。 



6 略 7 略 

7 略 8 略 

8 略 9 略 

(保証契約の変更) (保証契約の変更) 

第36条 受注者は、前条第5項の規定により受領済の前払金に追加し

て更に前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ保証契約を変

更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

第36条 受注者は、前条第6項の規定により受領済の前払金に追加し

て更に前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ保証契約を変

更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

2 略 2 略 

 3 受注者は、第1項又は第2項の規定による保証証書の寄託に代えて、

電磁的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定

め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、

受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

3 略 4 略 

(発注者の催告によらない解除権) (発注者の催告によらない解除権) 

第45条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、

直ちにこの契約を解除することができる。 

第45条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、

直ちにこの契約を解除することができる。 

(1)～(10) 略 (1)～(10) 略 

(11) 受注者(受注者が共同企業体であるときは、その構成員のい

ずれかの者。以下この号において同じ。)が次のいずれかに該当

するとき。 

(11) 受注者(受注者が共同企業体であるときは、その構成員のい

ずれかの者。以下この号において同じ。)が次のいずれかに該当

するとき。 

イ 役員等(受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法

人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工

事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号に

おいて同じ。)が暴力団員であると認められるとき。 

イ 役員等(受注者が個人である場合にはその者その他その経営

に実質的に関与している者を、受注者が法人である場合にはそ

の役員、その支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事務

所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下



この号において同じ。)が暴力団又は暴力団員であると認めら

れるとき。 

ロ 暴力団又は、暴力団員が経営に実質的に関与していると認め

られるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目

的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団

員を利用するなどしたと認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的

又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員

を利用するなどしたと認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又

は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、

運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又

は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、

運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれ

を不当に利用するなどしていると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

へ 下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約

に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

へ 下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約

に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者がイからホまでのいずれかに該当する者を下請契約

又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約の相手方と

していた場合(ヘに該当する場合を除く。)に、発注者が受注者

に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかった

とき。 

ト 受注者がイからホまでのいずれかに該当する者を下請契約

又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約の相手方と

していた場合(ヘに該当する場合を除く。)に、発注者が受注者

に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかった

とき。 

(12) 受注者(受注者が共同企業体であるときは、その構成員を含

む。以下この号及び第52条第1項において同じ。)が次のいずれか

に該当するとき。 

(12) 受注者(受注者が共同企業体であるときは、その構成員を含

む。以下この号及び第52条第1項において同じ。)が、この契約に

関して次のいずれかに該当するとき。 



イ 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54

号。以下「独占禁止法」という。)第49条に規定する排除措置

命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

イ 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54

号。以下「独占禁止法」という。)第49条に規定する排除措置

命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

ロ 公正取引委員会が、受注者にあって違反行為があったとして

独占禁止法第62条第1項に規定する納付命令を行い、当該納付

命令が確定したとき(確定した当該納付命令が独占禁止法第63

条第2項の規定により取り消された場合を含む。)。 

ロ 公正取引委員会が、受注者にあって違反行為があったとして

独占禁止法第62条第1項に規定する納付命令を行い、当該納付

命令が確定したとき(確定した当該納付命令が独占禁止法第63

条第2項の規定により取り消された場合を含む。)。 

ハ 受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用

人を含む。)が、刑法(明治40年法律第45号)第96条の6若しくは

第198条又は独占禁止法第89条第1若しくは第95条第1項第1号

の罪を犯し、刑に処せられたとき。 

ハ 受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用

人を含む。)が、刑法(明治40年法律第45号)第96条の6若しくは

第198条又は独占禁止法第89条第1項若しくは第95条第1項第1

号の罪を犯し、刑に処せられたとき。 

 


